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 電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護し、もって電気通信の健全な発達及び国民の
利便の確保を図り、公共の福祉を増進する。（第１条） 

電気通信事業法の消費者保護ルール 

法の目的 

 
○ 利用の公平 
  電気通信役務の提供について不当な差別的取扱いをしてはならない（第６条） 
 

○ 提供義務 
  正当な理由なく役務の提供を拒んではならない（※１）（第25条、第121条第１項） 
 

○ 契約約款の公表・掲示 
  契約約款を公表するとともに、公衆の見やすいように掲示しておかなければならない。（※２）（第23条） 
 

   ※１ 基礎的電気通信役務、指定電気通信役務を提供する電気通信事業者、認定電気通信事業に係る電気通信役務を提供する電気通信事業者が対象 
   ※２ 基礎的電気通信役務、指定電気通信役務を提供する電気通信事業者が対象 

   
 

利用者保護のための基本ルール 

 
○ 休廃止の事前周知 
 事業を休止又は廃止しようとすると

きは、利用者に対し、その旨を周知
させなければならない 

（第18条第３項） 

個別の利用者への対応に関するルール 

○ 提供条件の説明（事前の措置） 
 契約締結に際して料金その他提供条

件の概要について説明しなければな
らない（※）（第26条） 

 ※ 契約代理店も対象 

○ 苦情等処理（事後の措置） 
 業務の方法、役務についての利

用者からの苦情等について適切
かつ迅速に処理しなければなら
ない。（第27条） 

 
○ 業務の改善命令 
  総務大臣は電気通信事業者等に対し、利用者の利益又は公共の利益を確保するために必要な限度において、業務の

方法の改善その他の措置をとるべきことを命ずることができる（第29条、第121条第２項） 

違反があった場合 
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電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドラインの概要 

 電気通信事業法及び関係省令の関連規定の趣旨や内容をわかりやすく示すとともに、これらに関連して、消費者保護の
観点から電気通信事業者等が自主的に取ることが望ましいと考えられる対応について示したもの。 

○ 事業の休廃止の場合、「あらかじめ相当な期間をおいて」その旨を利用者に周知しなければならない。少なくとも、提供されなくなるサービスの内容、当該

サービスの提供が休停止する期日について説明することが必要。 

※訪問、電話、郵便等による書面の送付、電子メールの送信、ポータルサイト等での表示等の方法により、周知。 

第１章 事業の休廃止に係る周知（法第18条第３項関係） 

○ 消費者がサービス内容を十分に理解した上での契約の締結を可能とするため、電気通信事業者に対して、消費者が最低限理解すべき提供条件につい

て、説明しなければならない。 
○ 書面を交付し、これに基づき口頭で説明することが原則。 
※ ただし、消費者が了解したときは、電子メールの送付、インターネットのウェブサイトの閲覧（＝オンライン・サインアップ契約の際の説明方法）、電話説明（説明後、遅滞なく、

説明事項を記載した書面をその者に交付する場合等に限る）等も可能。 

○ また、同法の趣旨を踏まえた望ましい対応の在り方として、以下の事項を指摘。 
 ① 消費者の知識、経験等を考慮して説明すべき 
 ② 通常の説明では理解が難しいと認められる消費者に対しては、そのサービスの内容・必要性等が理解されるよう、さらに詳細に説明すべき 
 ③ 消費者からさらに詳しい説明を求められた場合は、消費者がその内容を十分に理解できるよう、詳細について丁寧に説明すべき  
 ④ 未成年者への説明に際しては、特に高額利用の防止等に十分に配慮して説明すべき 
 ⑤ 高齢者に対しては、特にサービス内容・必要性が理解されるよう十分配慮した説明をすべき 

○ 電気通信事業者は、苦情及び問合せを適切かつ迅速に処理しなければならない。 
○ また、同法の趣旨を踏まえた苦情等処理望ましい対応の在り方として、以下の事項を指摘。 
 ① 電話窓口を開設すること。 
 ② 電話窓口は、録音された自動音声のみならず、オペレータによる対応を行うこと。 
 ③ 電話窓口は、平日は、なるべく長時間受け付けること。 
 ④ 苦情及び問合せを受けた内容について、調査や確認等の必要がある場合も、できるだけ短期間に何らかの回答をすること。 

第２章 提供条件の説明（法第26条関係） 

第３章 苦情等の処理（法第27条関係） 
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□ １ 電気通信事業法上の消費者保護ルール 
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□ ３ 電気通信事業法、消費者契約法、特定商取引法の関係 
 
□ ４ クーリングオフ関係の参考資料 
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電気通信事業者の営業活動に関する自主基準 

 ○ 2012年（平成24年）４月、電気通信サービス向上推進協議会において、「電気通信事業者の営業活動に関する自主基準」を作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１章 総則 
第１条 （目的） 
 本自主基準は、電気通信事業者の適切かつ健全な事業活動を維持しつつ、利用者の利益を不当に害する勧誘及び契約の締結を防止することにより、利用者の利
益の増進及び電気通信事業の健全な発展に寄与することを目的とする。 
第２条（定義） 

第２章 事業者等 
第３条（氏名等の明示） 

第４条（利用者への説明） 

第５条 （適合性を考慮した説明） 

 事業者又は代理店は、勧誘や契約の締結にあたり、その電気通信サービスの内容・必要性が理解されるよう、利用者の知識や経験等に配意した説明を行わなけれ

ばならない。特に、高齢者や未成年の利用者への説明に際しては、利用者の意向や状況を考慮した分かり易い説明に努めなければならない。 

第６条 （再勧誘の禁止） 

 事業者又は代理店は、電話による勧誘を行った場合において、利用者から再勧誘を拒否する旨を示されたときは、当面の間、当該利用者に対し電話による勧誘を

してはならない。又、訪問による勧誘を行った場合において、利用者から再勧誘を拒否する旨を示されたときも、当面の間、勧誘を行わないよう努めなければならない。 

第７条（禁止行為） 

 事業者又は代理店は、勧誘に際し、利用者に不実のことを告げ、又は故意に事実を告げない行為をしてはならない。 

２ 事業者又は代理店は、勧誘に際し、利用者を威迫して困惑させてはならない。 

第８条（申込みの撤回） 

  事業者は、利用者からの申込みの撤回等（契約の解除を含む。）の申出を受け付けるものとする。 

２ 訪問又は電話による勧誘の誤認防止を目的として、事業者は、当該申出に係る電気通信サービスが回線敷設工事前の場合は、原則その利用者に係る料金及び

経費の支払いを求めないものとする。なお、本条に規定する電気通信サービスは、FTTH サービス及びＣＡＴＶインターネット接続サービスをいう。 

第９条（問合せ及び苦情の処理） 

第10条（代理店指導） 

第３章 協議会 
第11条（自主基準の遵守） 
 本自主基準の遵守に資するため、電気通信サービス向上推進協議会は、自主基準実施状況を、 
 電気通信関連４団体に対して適宜調査を行う。 
第12条（本自主基準の改定） 

勧誘の際は氏名等を明示 事業者名(代理店名)・氏名・勧誘目的を明示 

契約締結時の説明 事業者(代理店)の名称・連絡先・料金・契約変更(解除)の条件等 

再勧誘の停止 拒否要望があった場合に再勧誘を停止 

工事前無償契約解除 FTTH・CATVの回線サービスの工事前無償契約解除を実施 

代理店監督 勧誘状況の把握・管理、勧誘適正化に向けた指導推進 

勧誘・契約解除の適正化に係る取組 
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消費者契約法との関係 

民法（民事ルールの一般法（契約当事者、業態等に限定なく適用）） 

民事効が存在する個別法（特商法等） 

○個別法は、業態・業種等を限定して規律。 
○例えば、特商法は原則すべての商品・役務を規律の対象とする

が、業態を訪問販売、通信販売、電話勧誘等に限定し、クーリ
ングオフ等の民事効を導入するもの。 

○行政規制（例：電気通信事業法）は、消費者契約法の適用を妨
げない。 

○例えば、認可対象たる契約約款についても、契約約款に基づく
契約内容の不当性の判断は、消費者契約法に基づいて行われる
もの。 

民法の特別法 

行政規制のみの個別法 

消費者契約法（対象を消費者契約に限定） 

○民法の特別法として制定され、あらゆる取引分野の「消費者契約」に適用される民事ルール。 
○「消費者契約」を「消費者と事業者との間で締結される契約」と定義（§２③）しており、電気通信役務の提供に係る契約も

当該消費者契約に含まれる。 
○「消費者契約」について、「不当な勧誘行為」は取消し、「不当な契約条項」は無効とする民事効を付与。 
  ※消費者契約締結の媒介の委託を受けた受託者等（いわゆる代理店等）が行う不当な勧誘行為も同様に取消し可能（§５）  
 ・不当な勧誘行為 
  ①消費者を誤認させるような勧誘（§４Ⅰ・Ⅱ） 
   １）重要事項についての不実告知 
   ２）将来の価格等に対する断定的判断の提供 
   ３）重要事項に関する不利益事実の不告知 
  ②消費者を困惑させるような勧誘（§４Ⅲ） 
   １）不退去、２）退去妨害 
 ・不当な契約条項 
  ①事業者の損害賠償の責任の全部等を免除する条項（§８） 
  ②消費者が支払うべき違約金等の額を過大に設定する条項（§９） 
  ③信義則に反して消費者の利益を一方的に害する条項（§10） 
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消費者契約法（参照条文） 

○消費者契約法（平成12年法律第61号） 
 （定義）  
第二条 この法律において「消費者」とは、個人（事業として又は事業のために契約の当事者となる場合におけるものを除く。）をいう。  
２ この法律（第四十三条第二項第二号を除く。）において「事業者」とは、法人その他の団体及び事業として又は事業のために契約の当事者となる場合における個人をいう。  
３ この法律において「消費者契約」とは、消費者と事業者との間で締結される契約をいう。  
４ （略） 
 
 （消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し）  
第四条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対して次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それに
よって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。  

 一 重要事項について事実と異なることを告げること。 当該告げられた内容が事実であるとの誤認  
 二 物品、権利、役務その他の当該消費者契約の目的となるものに関し、将来におけるその価額、将来において当該消費者が受け取るべき金額その他の将来における変動が

不確実な事項につき断定的判断を提供すること。 当該提供された断定的判断の内容が確実であるとの誤認  
２ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対してある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益となる旨
を告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意に告げなかった
ことにより、当該事実が存在しないとの誤認をし、それによって当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。ただし、当該
事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず、当該消費者がこれを拒んだときは、この限りでない。  

３ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対して次に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者契約の申込み又
はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。  

 一  当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場所から退去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去しないこと。  
 二  当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該消費者が退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費者を退去させない

こと。  
４・５ （略） 
 
 （事業者の損害賠償の責任を免除する条項の無効）  
第八条  次に掲げる消費者契約の条項は、無効とする。  
 一 事業者の債務不履行により消費者に生じた損害を賠償する責任の全部を免除する条項  
 二 事業者の債務不履行（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失によるものに限る。）により消費者に生じた損害を賠償する責任の一部を免除
する条項  
 三 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為により消費者に生じた損害を賠償する民法 の規定による責任の全部を免除する条項  
 四 消費者契約における事業者の債務の履行に際してされた当該事業者の不法行為（当該事業者、その代表者又はその使用する者の故意又は重大な過失によるものに限

る。）により消費者に生じた損害を賠償する民法 の規定による責任の一部を免除する条項  
 五 消費者契約が有償契約である場合において、当該消費者契約の目的物に隠れた瑕疵があるとき（当該消費者契約が請負契約である場合には、当該消費者契約の仕事の目

的物に瑕疵があるとき。次項において同じ。）に、当該瑕疵により消費者に生じた損害を賠償する事業者の責任の全部を免除する条項   
２ （略） 
 （消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効）  
第九条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効とする。  
 一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であって、これらを合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区

分に応じ、当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害の額を超えるもの 当該超える部分  
 二 （略） 
 （消費者の利益を一方的に害する条項の無効）  
第十条  民法 、商法 （明治三十二年法律第四十八号）その他の法律の公の秩序に関しない規定の適用による場合に比し、消費者の権利を制限し、又は消費者の義務を加重す
る消費者契約の条項であって、民法第一条第二項 に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害するものは、無効とする。  
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特定商取引法との関係 

 特定商取引法は、訪問販売、通信販売、電話勧誘販売における指定商品・指定役務制を
廃止したことに伴い、原則全ての商品の販売又は役務の提供につき規制対象としたが、他
の法律の規定により消費者利益の保護を図ることが出来ると認められる商品の販売又は役
務の提供については、政令で個別列挙の上（合計46法律）、特定商取引法による訪問販売、
通信販売、電話勧誘販売に係る規律（クーリングオフ等）を適用除外としている。 

特定商取引法適用除外の趣旨 

（１）金融取引に関するもの（１９法律） 
 ✔金融商品取引業、銀行業、保険業など、金融機関が行う取引について規定する。【金融商品取引法、保険業法等】 
  （具体例）有価証券の売買、預貯金業務、保険の引受など 
 

（２）通信・放送に関するもの（２法律） 
 ✔電気通信事業、放送事業など、通信・放送に関する役務について規定する。【電気通信事業法、放送法】 
  （具体例）電話、インターネット接続サービス、ケーブルテレビ、衛星放送など 
 

（３）運輸に関するもの（９法律） 
 ✔航空運送、陸運、海運など、輸送機関によって乗客や貨物を輸送する役務について規定する。 【航空法等】 
  （具体例）航空運送事業、鉄道事業、バス・タクシー等の運送、フェリーの運送など 
 

（４）法律に基づく国家資格を得て行う業務に関するもの（７法律） 【公認会計士法、司法書士法等】 
  （具体例）公認会計士、司法書士、土地家屋調査士、行政書士、税理士、社会保険労務士、弁理士 
 

（５）その他の類型（９法律） 【商品先物取引法、倉庫業法等】  
  （具体例）商品取引、倉庫業、自動車整備業、国民年金、信用購入あっせん、積立式宅地建物販売、商品投資顧問業、不動産

特定共同事業、裁判外紛争解決手続のような（１）～（４）以外の類型。 
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□ １ 電気通信事業法上の消費者保護ルール 
 
□ ２ 業界団体による自主基準（営業活動） 
 
□ ３ 電気通信事業法、消費者契約法、特定商取引法の関係 
 
□ ４ クーリングオフ関係の参考資料 ✔  



消費者保護規定（業界団体自主基準・特定商取引法・その他の業法） 
消費者保護に 
関する規定 

適用範囲 提供条件説明 氏名等の表示 苦情等 
の処理 

広告規律 書面交付 適合性の原則 再勧誘の禁止 禁止行為 クーリングオフ 
 

代理店監督規律 

○営業活動に関
する自主基準 

○広告表示に関
する自主基準 

（電気通信サー
ビス向上推進協
議会） 

電気通信
事業者 

営業自主基準 
§４Ⅰ 

法第26条を踏
まえた利用者

への説明 

営業自主基準 
§３ 

氏名・名称、
勧誘目的、役
務の種類等を

明示 
 

営業自主基準 
§９ 

法第27条を踏
まえた苦情等

の処理 
 

広告自主基準 
§５、６等 

分かりやすい
広告表示 

虚偽、誇大等
の表現を用い
ない広告表示 

営業自主基準 
§４Ⅱ 

提供条件の説明
として原則書面

交付 

営業自主基準 
§５ 

利用者の知識や経
験等に配意した説
明、特に高齢者、
未成年者への説明
には利用者意向や
状況を考慮 

営業自主基準 
§６ 

電話勧誘における再
勧誘拒否者への当面

の間の勧誘禁止 
訪問勧誘における再
勧誘拒否利用者への
当面の間の勧誘禁止

努力義務 

営業自主基準 
§７ 

不実告知禁止 
故意の事実不告知禁止 

威迫・困惑の禁止 

営業自主基準 
§８ 

申込みの撤回 
（契約解除）の受付 
訪問又は電話勧誘によ
るFTTHサービス及び
CATVインターネット
サービスの回線敷設前
における無償解約 

営業自主基準 
§10 

説明義務、適合性
原則、再勧誘禁止、
禁止行為、苦情処
理等を代理店が遵
守するよう、電気
通信事業者が把
握・管理する義務 

代理店 同上 同上 
 

同上 広告自主基準 
§23 

電気通信事業
者が代理店の
広告表示の指
導を行う義務 

同上 同上 同上 同上 - - 

②特定商取引法 訪問販売 §４・５ 
契約申込み・
締結時に書面

交付義務 

§３ 
氏名・名称、
勧誘目的、役
務の種類等を

明示 

§29 
協会の苦情処

理義務 

- §４・５ 
契約申込み・締
結時に書面交付

義務 
※義務違反は

クーリングオフ
期間開始時期の

延長 

§７・§８ 
老人等の判断力不
足に乗じた勧誘、
顧客の知識等に照
らし不適当な勧誘 
※適合性原則違反
は指示の対象、指
示違反は業務停止

命令の対象 

§３の２ 
意思確認努力義務 
再勧誘の禁止 

※義務違反は指示・
業務停止命令の対象 

§６ 
不実告知禁止 

故意の事実不告知禁止 
威迫・困惑の禁止 

※義務違反は指示・業
務停止命令の対象。ま
た、誤認を招いた場合
取消し権付与（不実告
知・事実不告知） 

§９ 
８日間 

※利用料・復旧費用等
請求不可 

- 

通信販売 - - 
 

§32 
協会の苦情処

理義務 

§11、12 
性能・内容等
について、示
すべき事項、
事実相違・優
良誤認等の表

示禁止 

- - - - §15の２ 
８日間 

※特約の広告表示によ
る例外有り 

- 

電話勧誘 §18・19 
契約申込み・
締結時に書面

交付義務 

§16 
氏名・名称、
勧誘目的、役
務の種類等を

明示 

- - §18・19 
契約申込み・締
結時に書面交付

義務 
※義務違反は

クーリングオフ
期間開始時期の

延長 

§22・§23 
老人等の判断力不
足に乗じた勧誘、
顧客の知識等に照
らし不適当な勧誘 
※適合性原則違反
は指示の対象、指
示違反は業務停止

命令の対象 

§17 
意思確認努力義務 
再勧誘の禁止 

※義務違反は指示・
業務停止命令の対象 

§21 
不実告知禁止 

故意の事実不告知禁止 
威迫・困惑の禁止 

※義務違反は指示・業
務停止命令の対象。ま
た、誤認を招いた場合
取消し権付与（不実告
知・事実不告知） 

§24 
８日間 

※利用料・復旧費用等
請求不可 

- 

③他の業法における規定 金商法、商品先物取引
法、社会福祉法、宅建
業法、割賦販売法、旅
行業法、不動産特定共
同事業法、保険業法、
信託業法 等 

保険業法 等 金商法、商品先物
取引法、社会福祉
法、宅建業法、割
賦販売法、旅行業
法、貸金業法、ゴ
ルフ場等会員契約
法、不動産特定共
同事業法、保険業
法、信託業法 等 

景表法、金商法、
商品先物取引法、
社会福祉法、宅建
業法、割賦販売法、
旅行業法、薬事法、
貸金業法、ゴルフ
場等会員契約法、
不動産特定共同事
業法、保険業法 
等 

金商法、商品先物取引法、
社会福祉法、宅建業法、
旅行業法、割賦販売法、
貸金業法、特定商品等預
託等取引契約法、ゴルフ
場等会員契約法、不動産
特定共同事業法、保険業
法、信託業法 等 
 

金商法、商品先物取引
法、不動産特定共同事
業法、消費者基本法、
貸金業法、信託業法 
等 
 

金商法、商品先物取引法、
宅建業法、貸金業法、不動
産特定共同事業法 等 
 

金商法、商品先物取引業、宅
建業法、旅行業法、貸金業法、
特定商品等預託等取引契約法、
ゴルフ場等会員契約法、不動
産特定共同事業法、保険業法、
信託業法 等 
 

金商法、宅建業法、割賦販売
法、特定商品等預託等取引契
約法、ゴルフ場等会員契約法、
不動産特定共同事業法、保険
業法 等 
 

携帯不正利用防止法、ゴ
ルフ場等会員契約法、宅
建業法、旅行業法、保険
業法 等 
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クーリングオフに関する具体的規定例 

クーリングオフの規定の例 

○電気通信事業者の営業活動に関する自主ガイドライン（電気通信サービス向上推進協議会 （平成24年４月）） 
 （申込みの撤回） 
第８条 事業者は、利用者からの申込みの撤回等（契約の解除を含む。）の申出を受け付けるものとする。 
２ 訪問又は電話による勧誘の誤認防止を目的として、事業者は、当該申出に係る電気通信サービスが回線敷設工事前の場合は、原則その利用者に係る料金及
び経費の支払いを求めないものとする。 

 なお、本条に規定する電気通信サービスは、FTTH サービス及びＣＡＴＶインターネット接続サービスをいう。 
 
○特定商取引法（昭和51年法律第57号） 
（訪問販売における契約の申込みの撤回等）  
第九条 販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等以外の場所において商品若しくは指定権利若しくは役務につき売買契約若しくは役務提供契約の申込みを
受けた場合若しくは販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等において特定顧客から商品若しくは指定権利若しくは役務につき売買契約若しくは役務提供
契約の申込みを受けた場合におけるその申込みをした者又は販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等以外の場所において商品若しくは指定権利若しくは
役務につき売買契約若しくは役務提供契約を締結した場合（営業所等において申込みを受け、営業所等以外の場所において売買契約又は役務提供契約を締結
した場合を除く。）若しくは販売業者若しくは役務提供事業者が営業所等において特定顧客と商品若しくは指定権利若しくは役務につき売買契約若しくは役
務提供契約を締結した場合におけるその購入者若しくは役務の提供を受ける者（以下この条から第九条の三までにおいて「申込者等」という。）は、書面に
よりその売買契約若しくは役務提供契約の申込みの撤回又はその売買契約若しくは役務提供契約の解除（以下この条において「申込みの撤回等」という。）
を行うことができる。ただし、申込者等が第五条の書面を受領した日（その日前に第四条の書面を受領した場合にあつては、その書面を受領した日）から起
算して八日を経過した場合（申込者等が、販売業者若しくは役務提供事業者が第六条第一項の規定に違反して申込みの撤回等に関する事項につき不実のこと
を告げる行為をしたことにより当該告げられた内容が事実であるとの誤認をし、又は販売業者若しくは役務提供事業者が同条第三項の規定に違反して威迫し
たことにより困惑し、これらによつて当該期間を経過するまでに申込みの撤回等を行わなかつた場合には、当該申込者等が、当該販売業者又は当該役務提供
事業者が主務省令で定めるところにより当該売買契約又は当該役務提供契約の申込みの撤回等を行うことができる旨を記載して交付した書面を受領した日か
ら起算して八日を経過した場合）においては、この限りでない。  

２ 申込みの撤回等は、当該申込みの撤回等に係る書面を発した時に、その効力を生ずる。  
３ 申込みの撤回等があつた場合においては、販売業者又は役務提供事業者は、その申込みの撤回等に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求することができな
い。  

４ 申込みの撤回等があつた場合において、その売買契約に係る商品の引渡し又は権利の移転が既にされているときは、その引取り又は返還に要する費用は、
販売業者の負担とする。  

５ 販売業者又は役務提供事業者は、商品若しくは指定権利の売買契約又は役務提供契約につき申込みの撤回等があつた場合には、既に当該売買契約に基づき
引き渡された商品が使用され若しくは当該権利の行使により施設が利用され若しくは役務が提供され又は当該役務提供契約に基づき役務が提供されたときに
おいても、申込者等に対し、当該商品の使用により得られた利益若しくは当該権利の行使により得られた利益に相当する金銭又は当該役務提供契約に係る役
務の対価その他の金銭の支払を請求することができない。  

６ 役務提供事業者は、役務提供契約につき申込みの撤回等があつた場合において、当該役務提供契約に関連して金銭を受領しているときは、申込者等に対し、
速やかに、これを返還しなければならない。  

７ 役務提供契約又は指定権利の売買契約の申込者等は、その役務提供契約又は売買契約につき申込みの撤回等を行つた場合において、当該役務提供契約又は
当該指定権利に係る役務の提供に伴い申込者等の土地又は建物その他の工作物の現状が変更されたときは、当該役務提供事業者又は当該指定権利の販売業者
に対し、その原状回復に必要な措置を無償で講ずることを請求することができる。  

８ 前各項の規定に反する特約で申込者等に不利なものは、無効とする。  
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他の法令におけるクーリングオフの規定の例（１） 

法律名 条文 取引 
期間 金銭請求 

始期 期間 損害賠償等 役務等の対価 

特定商取引に
関 す る 法 律
（昭和51年法
律第57号） 

§９ 訪問販売 申込書面又は契約書面受領のいず
れか早い日

※２ ８日 
× 

（§9Ⅲ） 
× 

（§９Ⅴ） 

§15の２ 通信販売※１ 商品の引渡し又は指定権利の移転
の日 

８日 
○ 
(-) 

○※６ 
(-) 

§24 電話勧誘販売 申込書面又は契約書面受領のいず
れか早い日※２ ８日 

× 
（§24Ⅲ） 

× 
（§24Ⅴ） 

§48 特定継続的役務提供 契約書面受領の日※２・３ 
８日 

× 
（§48Ⅳ） 

× 
（§48Ⅵ） 

§40 連鎖販売取引 契約書面受領の日※２・３ 

（商品（再販売をするものに限
る。）の引渡しが当該日より遅い
場合は、当該引渡し日） 

20日 
× 

（§40Ⅰ） 
○※７ 

(-) 

§58 業務提供誘因販売 契約書面受領の日
※２・３ 

20日 
× 

（§58Ⅰ） 
○※７ 

(-) 

§９の２ 訪問販売における過
量販売 

契約締結日※４ 

１年 
× 

（§９の２Ⅲ） 
× 

（§９の２Ⅲ） 

割 賦 販 売 法
（昭和36年法
律第159号） 

§35の３
の10 

個別信用購入あっせ
ん関係受領契約 

申込書面又は契約書面受領のいず
れか早い日※２ ８日 

× 
（§35の３の10Ⅲ） 

× 
（§35の３の10Ⅶ） 

§35の３
の11 

特定継続的販売個人
個別信用購入あっせ
ん関係契約 

申込書面又は契約書面受領のいず
れか早い日※２ 

（特定連鎖販売個人契約に係る場
合については、商品（再販売をす
るものに限る。）の引渡しが当該
日より遅い場合は、当該引渡し
日） 

８日 

× 
（§35の3の11Ⅴ） 

× 
（§35の3の11Ⅸ) 特定連鎖販売個人個

別信用購入あっせん
関係契約 

20日 

§35の３
の12 

過量販売における個
別信用購入あっせん
関係受領契約 

契約締結日※４ 

１年 
× 

（§35の３の12Ⅲ） 
× 

（§35の３の12Ⅶ） 
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法律名 条文 取引 
期間 金銭請求 

始期 期間 損害賠償等 役務等の対価 

金融商品取引法
（昭和23年法律第
25号） 

§37の６ 金融商品取引契約 契約書面受領の日※３ 

10日 
× 

（§37の６Ⅲ） 

○ 
（§37の６Ⅲ） 

契約解除までの期間
に相当する報酬等の
請求可能 

宅地建物取引業法 
（昭和27年法律第
176号） 

§37の２ 店舗外での宅地・建
物の売買契約 

申込み撤回等告知書面※５受領
の日 ８日 

× 
（§37の２Ⅰ） 

△ 
（-） 

特定商品等の預託
等取引契約に関す
る法律（昭和61年
法律第62号） 

§８ 預託等取引契約 契約書面受領の日※３ 

14日 
× 

（§８Ⅰ） 
△ 

（-） 

ゴルフ場等に係る
会員契約の適正化
に関する法律（平
成4年法律第53号） 

§12 ゴルフ会員権 契約書面受領の日※３ 

８日 
× 

（§12Ⅰ） 
× 

（§12Ⅲ） 

不動産特定共同事
業法（平成6年法
律第77号） 

§26 不動産特定共同事業
契約 

契約書面受領の日※３ 

８日 
× 

（§26Ⅲ） 
△ 

（-） 

保険業法（平成7
年法律第105号） 

§309 保険契約 申込み撤回等告知書面※５受領
又は契約の申込みのいずれか
遅い日 ８日 

× 
（§309Ⅴ） 

○ 
（§309Ⅴ） 

契約解除までの期間
に相当する報酬等の
請求可能 

16 

○は請求可、×は請求不可、△はいずれか不明 
  
※１ 申込みの撤回等に関する特約を広告等で適切に表示していた場合には、当該特約に従う 
※２ 不実告知による申込み撤回等に関する誤認があり、権利行使することなく期間を経過してしまった場合は、申込み撤回等告知書面受領の日 
※３ 申込書面交付義務なし 
※４ 契約締結日は、契約書面に記載するよう省令で規定 
※５ 申込みの撤回等に関する事項のみを記載した書面を省令で規定 
※６ 既に商品の引渡し又は権利の移転がされている場合には、その引取り又は返還に関する費用は、購入者の負担（§15の2Ⅱ）） 
※７ 逐条解説で可能と説明 

他の法令におけるクーリングオフの規定の例（２） 



苦情・相談の現状 17 

販売購入形態別 

8,205 , 81.0%

144 , 1.4%
690 , 
6.8%

6 , 0.1%
48 , 0.5%

1 , 0.0%
2 , 0.0%

29 , 0.3%

1,008 , 
9.9%

携帯電話サービス （n=10,133） モバイルデータ通信 （n=3,745） 光ファイバー （n=8,106） 
 

1,768 , 47.2%

416 , 11.1%

792 , 21.1%

8 , 0.2%
446 , 11.9%

2 , 0.1%

90 , 2.4%

223 , 
6.0%

店舗購入 訪問販売 通信販売 マルチ取引 電話勧誘販売 ネガティブ・オプション 訪問購入 その他無店舗 不明・無関係

854 , 10.5%

2,091 , 25.8%

526 , 6.5%

1 , 0.0%

3,903 , 48.1%

9 , 0.1%

23 , 0.3%

699 , 
8.6%

契約解除希望の内訳 

1921

602

0 500 1000 1500 2000

契約解除希望

契約解除希望(契約当初)

2,191 

1,001 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 

契約解除希望

契約解除希望(契約当初)

2,017 

1,312 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 

契約解除希望

契約解除希望(工事前)

光ファイバー（n=2,017）※２ モバイルデータ通信（n=3,745） 携帯電話サービス（n=10,133） 

※1  契約してから間もないと推測できる苦情・相談 

※1 
※1 

 
 

（注）総務省からの委託により（株）野村総合研究所が作成。 
PIO-NET（＊）に登録された苦情・相談のうち、2013年（平成25年）4月1日から2014年（平成26年）1月31日までに受け付けられたもので、2014年（平成26年）1月31日までに登録さ

れた「携帯電話サービス」（10,133件）、「モバイルデータ通信」（3,745件）、「光ファイバー」（8,106件）を分析したもの。 

 （＊）国民生活センターと全国の消費生活センター等をオンラインネットワークで結び、消費者から消費生活センターに寄せられる消費生活に関する苦情相談（消費生活相談情報）の
収集を行っているシステムのこと。 

※2 2013年（平成25年）7月1日～2014年（平成26年）1月31日受付、1月31日登録分 

※3 

※3  光ファイバーの工事前と推測できる苦情・相談 



ＳＩＭロックの概要 

✔ 上記Ｂ社のＳＩＭカードを使えるようにするためには、以下の２点が必要。 
 ① Ａ社が端末のＳＩＭロックを解除すること 
 ② Ａ社端末がＢ社のネットワークの伝送方式・周波数にも対応していること 
  （異なる伝送方式を採用している他社のＳＩＭカードを差し込んでも通信を行うことができない。） 

  【参考】 各携帯電話事業者の伝送方式（第３世代携帯電話） 
   （日本）ＮＴＴドコモ、ソフトバンクモバイル、イー・モバイル・・・Ｗ－ＣＤＭＡ方式 
        ＫＤＤＩ・・・ＣＤＭＡ２０００方式 

✔ なお、他社のＳＩＭを利用する場合は、一部のアプリケーション等（「ＳＰモード」、「おサイフケータイ」等）は使用できない。 

Ａ社ＳＩＭカード 

Ｂ社ＳＩＭカード 
  Ａ社端末 
（ＳＩＭロックされた端末） 

Ａ社の端末は、Ａ社のＳＩＭカードが差し
込まれたときのみ動作。 

（Ｂ社のＳＩＭカードを差し込んでも動作し
ない。） 

 ＳＩＭロックとは・・・ 
     

     携帯電話事業者が、自社のＳＩＭカード（利用者識別用のＩＣカード）等、特定のＳＩＭカードが差し込まれ

た場合にのみ動作するよう端末を設定すること。 
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「SIMロック解除に関するガイドライン」の概要 

 海外渡航時、携帯電話の番号ポータビリティ制度利
用時など、携帯電話利用者の中にはSIMロック解除に
対する要望が存在。 

 事業者は、その主体的な取組により、対応可能な
端末からSIMロック解除を実施することが期待される。 

 当分の間、法制化に係る検討は留保し、事業者に
よる取組状況を注視。 

 

 平成23年度以降新たに発売される端末のうち、対応
可能なものからSIMロック解除を実施。 

 対象となる端末並びにSIMロック解除に係る条件及
び手続を事前に公表。 

 

 事業者は、①端末販売時、②SIMロック解除時、③役
務の提供に係る契約締結時に、以下の事項等を利用者
に説明。 

  SIMロック解除に係る条件及び手続 

 他社のSIMカードが差し込まれた際に、通信サービス
等の利用が制限される可能性 

 

 

（１）通信サービスの不具合・機器の故障への対応 

 現に役務を提供する事業者は、利用者への対応に当
たる体制を整備するものとし、事業者等との間で取次方
法等について協議。 

（２）ガイドラインの見直し等 

 SIMロック解除に係る事業者の取組等携帯電話市場を
取り巻く環境変化を踏まえ、ガイドラインの見直しのほか、
所要の対応を実施。 

１．趣旨 

２．対象となる端末 

３．説明責任 

４．その他 
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ＳＩＭロック解除に向けた事業者の動向 

ソフトバンクモバイル 
2011年4月１日以降、３機種のＳＩＭロック解除対応端末を発売 
iPhoneはSIMロック解除不可 
解除手数料は、3,000円（税抜） 

イー・アクセス 
 2011年5月13日以降に発売された全ての端末について、ＳＩＭロック解除の状態で販売 

ＮＴＴドコモ 
 2011年4月１日以降に発売されたiPhone以外の端末（スマートフォンも含む）においてＳＩＭロッ

ク解除可能 
 iPhoneはＳＩＭロック解除不可 
 解除手数料は、3,000円（税抜） 

KDDI 
 他社と通信規格が異なるため互換性無し 
 iPhoneも含め、他社のＳＩＭを差し替え不可 

20 



光
フ
ァ
イ
バ
ー
・
Ｃ
Ａ
Ｔ
Ｖ 

電話勧誘販売 

訪問販売 

店舗販売 

携
帯
電
話
・
モ
バ
イ
ル
デ
ー
タ
通
信 

電話勧誘販売 

訪問販売 

店舗販売 

電気通信役務の販売形態及び費用の発生の関係について 

契約締結 

契約締結 

書面交付 

契約締結、書面交付、 
端末受渡 

事務手数料 

事務手数料 

契約締結 
書面交付 

契約締結 
書面交付 

事務手数料 

書面交付 
端末受渡
  

事務手数料 

契約締結 
書面交付 

端末受渡 

工事、開通 

工事、開通 

工事、開通 

工事費（一括） 

利用料・工事費（分割） 

事務手数料、端末代（一括） 

利用料、端末代（割賦） 

利用料、端末代（割賦） 

利用料、端末代（割賦） 

※ それぞれ、想定される代表的な例を記載。 

事務手数料 

端末代（一括） 

端末代（一括） 

工事費（一括） 

工事費（一括） 

利用料・工事費（分割） 

利用料・工事費（分割） 

※契約締結は直営販売をイメージ 

※契約締結は直営販売をイメージ 
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